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I 本論文の主旨と構成
１．本論文の主旨
経営環境の変化に伴い、それまでの事業の前提としていた経営資源や事業の仕組みの有効性が崩れていくと、
他社に対する競争優位を維持していくことが困難となる。その要因の一つに ITの進化がある。ITは、新しい
技術が次々と出現するだけでなく、コモディティ化のスピードも速い。コンピュータの処理能力の向上だけで
なく、ネットワークの高速化も著しい。そして、クラウドサービスに見られるように、それまで自社で構築し
なくてはならなかったものもサービスとして広く利用されるようになっている。
企業にとって、このような IT の進化は機会であると同時に脅威にもなる。また、このような機会や脅威は
等しく競合企業にも与えられる。IT を使ってある優位性を実現できたとしても、IT の進化自体が速いことも
あり、新たなITの出現により競争優位は一時的なものとなりやすいと言われている（Brynjolfsson andMcAfee,
2008）。
このように ITの進化のスピードが速いことを考えると、ITに対する事業の依存度が高い企業ほど、業界内
で競争優位を持続することには様々な困難を伴うと考えられる。その中、少数ではあるが、ITを駆使して業界
でリーダー的な地位を維持している企業がある。このような企業がどのように競争力を維持しているのかとい
う問題意識が本研究の出発点の一つとなっている。
もう一つの本研究の問題意識は、企業活動において情報システムが広く活用されているにもかかわらず、IT
と競争優位に関する研究と情報システム設計方法論の知見がうまく組み合わされておらず、情報システムが持
つ機能的役割がどのように企業の競争力と関係するのかについて具体的メカニズムが分析できているとは言
いがたい点にある。
ITと競争優位の関係については、資源ベース論のアプローチからいくつかの研究がなされている。これらの
研究において、「IT資産の大きさと持続的な競争優位とは無関係である」というのが共通的な見解となってい
る。その理由として ITは模倣が可能であることが挙げられており、IT要因だけを単独に見たときには一時的
な競争優位となると説明されている（Clemons and Row, 1991; Mata et al., 1995等）。先行研究では、持続
的な競争優位との直接的因果関係においては、ITと IT以外の他の資源が組み合わされる必要があることが述
べられている（Powell andDent-Micallef, 1997; Ray et al., 2004等）。
他方、ビジネスシステム論において、競争優位は、戦略に対する資源や活動の組み合わせの整合性（対戦略、
対構成要素間）からもたらされると述べられている（Porter, 1996;Kaplan andNorton, 2004; 根来, 2004等）。
これら先行研究では、組み合わされた資源や活動が矛盾なく機能することが競争優位をもたらすと述べられて
いる。近年、戦略を実現するために、ITは必要な要素であると考えられているが（Davenport, 1992;Hammer
andChampy, 1993等）、この「整合性（フィット）」が具体的にどのように実現されているのか、また、そ
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の中で ITや情報システムがどのような役割を持っているのかについて確認されているわけではない。
以上から示唆される本研究の問題意識は以下で表される。
IT ＋ （IT以外の）資源 → 持続的な競争優位
上記と異なる視点として、情報システムおよびその構成要素である IT インフラ（情報システム群で共通的
に利用される基盤部）等の「ITを用いて構築された構造物」の整備方針（情報システムの設計方法等）につい
て、方法論を中心とした規範的研究がなされている。このような構造物に対する代表的な議論として、構造物
の機能的優位性、例えば IT インフラのフレキシビリティが、経営環境変化に対応するための構築期間やコス
トに優位性を生むため、間接的に企業の業績や競争に優位性をもたらすという議論がなされている（Duncan,
1995; Brodbent andWeill, 1997等）。ただし、後述の先行研究のレビューで示すように、これら方法論は情
報システムや IT インフラの機能的優位性の構築論に留まり、構造物の機能的優位性と競争優位との関係を示
すことを目的として議論されているわけではない。つまり、競争優位との関係は以下にとどまる。
情報システム・ITインフラの機能的優位性 → 業績・競争優位への間接的貢献
上述したITと競争優位の関係に関する研究と情報システムの設計方法論に関する研究の２つの領域間では、
レビュー論文を除き、先行研究間でお互いの参照関係は少ない。理由として、IT（情報技術）そのものか、情
報システムのような IT を要素とする構造物なのか、というように研究対象の違いがあるだけでなく、例えば
資源ベース論が、VRIN(Valuable、Rare、Imperfectly imitable、Non-substitutable)に代表される資源の属
性によって直接企業の競争優位を説明しようとしているのに対し、設計方法論の議論では、構造物の機能的優
位性によってある時点の競争面の優位性を間接的に説明しようとしていることが挙げられる。同じ IT に関す
る研究領域ではあるが、両研究領域で接合点が少ないのは、この説明変数や被説明変数の違いがあるためであ
ろう。資源の属性の一つとして「構造物の機能的優位性」を置くというように、変数間の接点はあるものの両
研究領域間の知見がうまく接合されているわけではない。そのため、企業活動において情報システムが広く活
用されているにもかかわらず、情報システムと競争優位との関係、また競争優位の持続については説明に困難
を伴うこととなる。
本研究では、「企業の情報システムは、企業活動における業務機能をデータによりリアルタイムに結合す
る」という情報システムの本来的な役割に着目する。この情報システムの機能的役割によって、各業務機能、
さらにそこで利用される資源が「ビジネスプロセス」を通じて整合性をもって組み合わされることになる。本
研究では、この情報システムの機能的役割を「高密度化」という構成概念を用い、業界をリードする企業がど
のように競争力を高め、またどのように得られた競争力が維持されるのかを明らかにしていくことを目指して
いる。つまり、本研究の概念同士の関係は、以下となる。
高密度化（業務機能のリアルタイム結合＋資源・業務機能の整合的組み合わせ）→競争力の持続
２．本論文の構成
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II 本論文の概要
本研究の目的は、「情報システムへの依存度の高い業界で競争力を維持している企業の性質を明らかにする
こと」である。
研究対象となる「情報システムへの依存度の高い業界」とは、「製品やサービスの改善・革新のために、リ
ーダー、及びそれに準じる企業が継続的に情報システム投資を行っている業界」のことを言う。言い換えれば、
対象となる業界は、大量のデータを処理しなくてはならないだけでなく、例えば、業務スピード向上のために
情報システムによって業務機能間でデータを効率的に伝達していかなくてはならないケースや、製品・サービ
スの差別化のためにデータ分析を通じて個々の業務の精度を向上させる必要があるケースのように、競争力を
高めるために情報システムが不可欠な要素となっている業界のことである。本論文で取り上げるセブン-イレブ
ン・ジャパン（以下セブン-イレブン）やヤマト運輸も、販売の機会損失を最小に抑えるために、また、届け先
顧客に確実に配達するために、情報システムが不可欠な要素となっており、競争力を維持するために大規模な
情報システムの刷新を繰り返している。
また、このような業界の特徴として、大規模な情報システムへの投資が必要となるだけでなく、進化の早い
IT を利用しているため、競争力を維持するためには継続的に情報システムへの投資が必要となる。有効な IT
の取り込みの遅れは他社に対して不利な立場となる可能性もあるため、新たな IT を取り込みつつ、適切に情
報システムの整備を進めていく必要がある。
本研究では、このような情報システムの依存度の高い業界の中で、創業以来、高い競争力を維持するリーダ
ー企業を研究対象としている。つまり、業界内で競争優位にあると言われている企業の「競争力」と「情報シ
ステム」の関係について事例を分析することで、情報システムの依存度の高い業界で、ある企業が競争力を維
持している理由を明らかにする。
本研究の概要を示すにあたり、予め議論の方向性を示しておくとすれば、「情報システムへの依存度の高い
業界で競争力を維持している企業では、競争力に直接的な影響を及ぼすビジネスプロセス上の業務機能が、情
報システムによってリアルタイムに結合される範囲を経路的に拡大している。このような『高密度化』の性質
を持つことで、企業の高い競争力が維持されている」ことを示すことである。ここで、高密度化とは、「競争
力を構成するある業務指標に対して直接的な影響を及ぼすビジネスプロセスにおいて、情報システムによって
リアルタイムに結合される業務機能の範囲が内部整合性を維持しながら経路的に拡大していくこと」を言う。
高密度化は、先行研究に示す、「情報システムによる業務機能のリアルタイム結合」、「資源・活動セット
の内部整合性」、「ビジネスプロセス業務指標の戦略に対する整合性」の３つに関わる概念である。高密度化
された領域の内部では、業務機能がリアルタイムに結合されているだけでなく、「業務機能のリアルタイム結
合」と「資源・活動の整合性（戦略との整合と資源・活動間の整合性）」が成立した状態にある。具体的なイ
メージを示すとすれば図 1のようになる。
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この、「高密度化」と競争力の関係を説明するために、ビジネスプロセス、またビジネスプロセスを構成す
る要素としての情報システムを分析対象としている。後述するように、個々の業務機能や業務機能から利用さ
れる資源をビジネスプロセスを通じて組み合わせることで、業務指標の追求がビジネスプロセスの成果として
現れる。一方、企業の競争力は、競争力を構成するいくつかの業務指標に分解することができるため、高い競
争力を持つ企業はどのようなビジネスプロセスを持ち、またどのように業務機能や資源が組み合されることで
業務指標を高めているのかを明らかにすることで、競争力を説明する要素を記述することができる。また、情
報システムはビジネスプロセスを構成する業務機能間で情報の伝達を効率化する役割を持ち、情報システムへ
の依存度の高い企業においては、ビジネスプロセス上の業務機能の結合に情報システムが深く関与している。
そこで、本研究では、情報システム、ビジネスプロセス、資源の関係を示す分析手法を提案することで、事例
企業における、高密度化されたビジネスプロセスと競争力との関係について明らかにしていく。
以下、各章の概要について述べる。
第 1 章では、IT・情報システムの言葉の定義、国内企業における IT・情報システム利用の歴史的変遷につ
いて確認後、ITと競争優位の関係、情報システムの役割について先行研究のレビューを行う。これまでの研究
成果の蓄積により IT や情報システムに関して様々な視角から研究がなされている。視角の違いは、IT・情報
システムがもたらす経済性、競争優位との関係、また情報システムの整備方針等、研究領域の多様性として現
れている。ただし、領域をまたがる研究成果がうまく接合されているとは言い難い。そのことが、企業で広く
情報システムへの依存度の高い業界における競争力の持続メカニズム
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情報システムが利用されているにも関わらず、業績や競争力に対する情報システムの貢献が不透明になってい
る理由の一つと考える。
まず「情報システムの設計方法論」では、情報システムは経営戦略や経営課題と同期して整備すべきである
と強調される。また、ITインフラの整備やデータの利用範囲等、情報システムの機能的優位性が、経営戦略や
経営環境に対する柔軟性等、企業の競争力に間接的に貢献することが述べられている。これらの研究成果では、
情報システム整備に関するベストプラクティスとしての考え方が示されている。ただし、これら整備方針や機
能的優位性がどのように競争優位性を高めるのかについて、実際のメカニズムが直接的に分析されているわけ
ではない。
次に「IT と競争優位」に関する研究では、まず伝統的な資源ベース論のアプローチから、IT と持続的競争
優位の関係の分析が、実証面の研究を含め進められている。資源ベース論の研究では、持続的競争優位は、外
部から調達でき模倣可能な ITから生まれるものではなく、IT以外の資源、もしくは情報システム部門の能力
と組み合わされることによって実現されることが示される。この主張は研究者間の支持を得るものとなってき
たが、多くの研究が統計的手法を用いている関係上、要素資源としての IT の貢献を示すにとどまり、どのよ
うに複数の資源が組み合わされて競争優位が実現されているのか、そのメカニズムについては具体的に説明さ
れているわけではない。
資源の組み合わせについては、ビジネスシステム論やケイパビリティ論のアプローチから議論がなされてい
る。これら研究において、資源や活動が経営戦略に対して「整合性（フィット）」を持つことが重要であると
述べている。ここで、「整合性（フィット）」とは、戦略と活動の間の整合性、及び活動間の（内部）整合性
の二つの「整合性」という概念で示されている。ただし、この整合性の判断については分析者の主観的な様相
が強いだけでなく、先の情報システムの設計方法論における、「業務機能をデータで連結する」という機能的
役割が研究に取り入れられているわけではない。
先行研究を踏まえ、本研究では「情報システムの設計方法論」と「ITと競争優位研究」を接続する要素とし
てビジネスプロセスに着目する。情報システム設計方法論において、情報システムは、ビジネスプロセス上の
業務機能をデータ（情報）で連結する役割を持つとされる。同時に、業務機能で利用されている資源が、時間
や組織を超えてビジネスプロセスを通じて結合されることとなる。この業務機能の連結の仕方により、ビジネ
スプロセスのアウトプットに差異が生じるとすれば、情報システムの機能的優劣は競争力に対して直接的な影
響を持つと考えることができる。つまり、ビジネスプロセスが、①どのような業務機能や顧客が行う活動から
なり、②業務機能がどのような有形・無形の資源を用いて、③情報システムを通じてどのように業務機能が結
合されているか、を分析することにより、ある側面から競争力（ビジネスプロセスが意図する業務指標で表さ
れる）を実現するためのメカニズムについて示すことができると考えられる。本想定の下、本研究では、「ビ
ジネスプロセス」の分析を、ITと競争優位研究と情報システム設計方法論の接合点と捉え、後述の事例分析の
手法として発展させることにより、競争力の分析を進めることを第一章では示す。
第2章では、本研究の目的である「情報システムへの依存度の高い業界で競争力を維持している企業の性質」
を明らかにするために、高密度化を構成概念として3つの論点の設定を行う。論点は以下の通りである。
論点1：ビジネスプロセスの高密度化と競争力の関係
論点１は、以下を論じるものである。「競争力を高めるためには、資源、および活動の組合せや、戦略に対
する要素間の整合性が言われている。この整合性をふまえ、情報システムによるビジネスプロセスの高密度化
によって、どのように競争力を構成する業務指標が高められているのか？」
先行研究では、競争優位は複数資源の組み合わせより実現され（Black andBoal, 1994;Newbert, 2007等）、
活動や資源など要素間の整合性が必要とされる（Porter, 1996; 根来, 2004等）。一方、情報システム設計方
法論では、情報システムのビジネスプロセス上の業務機能間で情報伝達を効率化する役割（Keen, 1993; 手島,
2010等）はどのような関係を持つのかを論じる。論点１によって、この二つの先行研究の流れを接合させる。
論点２：変化の速い ITに対するビジネスプロセスの変化
論点２は、以下を論じるものである。「変化の早い IT による競争力は一時的なものだと言われている。そ
のような変化の早い IT を用い競争力を持続するために、高密度化されたビジネスプロセスにおいて、企業は
変化の早い ITにどのように取り組んでいるのか？」
ビジネスシステム論で、資源・活動の組合せについて述べられてきたが、基本的に静的な側面の説明や分析
が行われているに過ぎない。そのため、ITのように変化の早い要素が組み込まれている場合、企業はビジネス
システム、もしくは構成要素であるビジネスプロセスをどのように変化させているのかについては明らかにな
ってはいない。一方、ITは一時的な競争優位しかもたらさないという主張がある（Mata et al., 1995、Carr, 2003
等）。情報システムへの依存度の高い業界で競争力を持続する企業は、このような変化の早い IT を用いてど
のように競争力を維持しているのかについて、論点２では明らかにする。
論点３：リーダー企業における高密度化の過程と競争優位の関係
論点３は、以下を論じるものである。「情報システムへの依存度の高い業界で、リーダー企業が他社の模倣
に対して長く競争力が持続する要因はどのようなものか？」
情報システムへの依存度の高い業界では、ITのコモディティ化を背景に、すぐれた IT導入事例は、他社が
すぐに模倣することが多い。したがって、リーダー企業は、他社に対する競争優位を維持するために、高密度
化を継続的に進めるものと考えられる。論点３では、リーダー企業は他社の模倣に対してどのように、高密度
化を継続させているかを明らかにする。
先行研究では、企業は、競争優位を維持するために、注力すべきビジネスプロセスにおいて、新たな資源の
獲得を含め資源の組み合わせを変化させていく能力が必要となるとされる（Teece et al., 1997; Eisenhardt
andMartin, 2000等）。一方、情報システム設計方法論では、戦略に沿って情報システムの整備を進めていく
べきであると述べられている（南波, 2010； Henderson andVenkatraman, 1993等）。本論点では、これら
の主張を補完する意味で、リーダー企業は、高密度化の過程で情報システムの整備をどのように進めることで
競争優位を持続しているのかを具体的な事象をもとに明らかにする。
第3章では、本研究で事例研究（ケース・スタディ）を採用する理由、及び本研究で使われる事例の分析方
法を述べる。
事例研究は、多数の説明変数が関係し、かつ被説明変数と説明変数の間に「複雑な因果関係がある」ことを
説明する際の研究に適している。また、対象の歴史的な分析を通じて、説明変数の変化の経路を追うことも可
能となる。一方、代表事例の研究は、理論構築、また概念的な理論の構築に対する実証基盤が弱い場合に適し
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情報システムが利用されているにも関わらず、業績や競争力に対する情報システムの貢献が不透明になってい
る理由の一つと考える。
まず「情報システムの設計方法論」では、情報システムは経営戦略や経営課題と同期して整備すべきである
と強調される。また、ITインフラの整備やデータの利用範囲等、情報システムの機能的優位性が、経営戦略や
経営環境に対する柔軟性等、企業の競争力に間接的に貢献することが述べられている。これらの研究成果では、
情報システム整備に関するベストプラクティスとしての考え方が示されている。ただし、これら整備方針や機
能的優位性がどのように競争優位性を高めるのかについて、実際のメカニズムが直接的に分析されているわけ
ではない。
次に「IT と競争優位」に関する研究では、まず伝統的な資源ベース論のアプローチから、IT と持続的競争
優位の関係の分析が、実証面の研究を含め進められている。資源ベース論の研究では、持続的競争優位は、外
部から調達でき模倣可能な ITから生まれるものではなく、IT以外の資源、もしくは情報システム部門の能力
と組み合わされることによって実現されることが示される。この主張は研究者間の支持を得るものとなってき
たが、多くの研究が統計的手法を用いている関係上、要素資源としての IT の貢献を示すにとどまり、どのよ
うに複数の資源が組み合わされて競争優位が実現されているのか、そのメカニズムについては具体的に説明さ
れているわけではない。
資源の組み合わせについては、ビジネスシステム論やケイパビリティ論のアプローチから議論がなされてい
る。これら研究において、資源や活動が経営戦略に対して「整合性（フィット）」を持つことが重要であると
述べている。ここで、「整合性（フィット）」とは、戦略と活動の間の整合性、及び活動間の（内部）整合性
の二つの「整合性」という概念で示されている。ただし、この整合性の判断については分析者の主観的な様相
が強いだけでなく、先の情報システムの設計方法論における、「業務機能をデータで連結する」という機能的
役割が研究に取り入れられているわけではない。
先行研究を踏まえ、本研究では「情報システムの設計方法論」と「ITと競争優位研究」を接続する要素とし
てビジネスプロセスに着目する。情報システム設計方法論において、情報システムは、ビジネスプロセス上の
業務機能をデータ（情報）で連結する役割を持つとされる。同時に、業務機能で利用されている資源が、時間
や組織を超えてビジネスプロセスを通じて結合されることとなる。この業務機能の連結の仕方により、ビジネ
スプロセスのアウトプットに差異が生じるとすれば、情報システムの機能的優劣は競争力に対して直接的な影
響を持つと考えることができる。つまり、ビジネスプロセスが、①どのような業務機能や顧客が行う活動から
なり、②業務機能がどのような有形・無形の資源を用いて、③情報システムを通じてどのように業務機能が結
合されているか、を分析することにより、ある側面から競争力（ビジネスプロセスが意図する業務指標で表さ
れる）を実現するためのメカニズムについて示すことができると考えられる。本想定の下、本研究では、「ビ
ジネスプロセス」の分析を、ITと競争優位研究と情報システム設計方法論の接合点と捉え、後述の事例分析の
手法として発展させることにより、競争力の分析を進めることを第一章では示す。
第2章では、本研究の目的である「情報システムへの依存度の高い業界で競争力を維持している企業の性質」
を明らかにするために、高密度化を構成概念として3つの論点の設定を行う。論点は以下の通りである。
論点1：ビジネスプロセスの高密度化と競争力の関係
論点１は、以下を論じるものである。「競争力を高めるためには、資源、および活動の組合せや、戦略に対
する要素間の整合性が言われている。この整合性をふまえ、情報システムによるビジネスプロセスの高密度化
によって、どのように競争力を構成する業務指標が高められているのか？」
先行研究では、競争優位は複数資源の組み合わせより実現され（Black andBoal, 1994;Newbert, 2007等）、
活動や資源など要素間の整合性が必要とされる（Porter, 1996; 根来, 2004等）。一方、情報システム設計方
法論では、情報システムのビジネスプロセス上の業務機能間で情報伝達を効率化する役割（Keen, 1993; 手島,
2010等）はどのような関係を持つのかを論じる。論点１によって、この二つの先行研究の流れを接合させる。
論点２：変化の速い ITに対するビジネスプロセスの変化
論点２は、以下を論じるものである。「変化の早い IT による競争力は一時的なものだと言われている。そ
のような変化の早い IT を用い競争力を持続するために、高密度化されたビジネスプロセスにおいて、企業は
変化の早い ITにどのように取り組んでいるのか？」
ビジネスシステム論で、資源・活動の組合せについて述べられてきたが、基本的に静的な側面の説明や分析
が行われているに過ぎない。そのため、ITのように変化の早い要素が組み込まれている場合、企業はビジネス
システム、もしくは構成要素であるビジネスプロセスをどのように変化させているのかについては明らかにな
ってはいない。一方、ITは一時的な競争優位しかもたらさないという主張がある（Mata et al., 1995、Carr, 2003
等）。情報システムへの依存度の高い業界で競争力を持続する企業は、このような変化の早い IT を用いてど
のように競争力を維持しているのかについて、論点２では明らかにする。
論点３：リーダー企業における高密度化の過程と競争優位の関係
論点３は、以下を論じるものである。「情報システムへの依存度の高い業界で、リーダー企業が他社の模倣
に対して長く競争力が持続する要因はどのようなものか？」
情報システムへの依存度の高い業界では、ITのコモディティ化を背景に、すぐれた IT導入事例は、他社が
すぐに模倣することが多い。したがって、リーダー企業は、他社に対する競争優位を維持するために、高密度
化を継続的に進めるものと考えられる。論点３では、リーダー企業は他社の模倣に対してどのように、高密度
化を継続させているかを明らかにする。
先行研究では、企業は、競争優位を維持するために、注力すべきビジネスプロセスにおいて、新たな資源の
獲得を含め資源の組み合わせを変化させていく能力が必要となるとされる（Teece et al., 1997; Eisenhardt
andMartin, 2000等）。一方、情報システム設計方法論では、戦略に沿って情報システムの整備を進めていく
べきであると述べられている（南波, 2010； Henderson andVenkatraman, 1993等）。本論点では、これら
の主張を補完する意味で、リーダー企業は、高密度化の過程で情報システムの整備をどのように進めることで
競争優位を持続しているのかを具体的な事象をもとに明らかにする。
第3章では、本研究で事例研究（ケース・スタディ）を採用する理由、及び本研究で使われる事例の分析方
法を述べる。
事例研究は、多数の説明変数が関係し、かつ被説明変数と説明変数の間に「複雑な因果関係がある」ことを
説明する際の研究に適している。また、対象の歴史的な分析を通じて、説明変数の変化の経路を追うことも可
能となる。一方、代表事例の研究は、理論構築、また概念的な理論の構築に対する実証基盤が弱い場合に適し
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たリサーチ手法であると言われている（田村, 2006; Yin, 1984）。また、事例研究は、リサーチ問題のタイプ、
「誰が who」、「何が what」、「どこで where」、「どのように how」、「なぜ why」のうち、「どの
ようにhow」、「なぜwhy」に適した手法であると考えられている（Yin, 1984）。統計的手法は、「誰が who」、
「何が what」、「どこで where」の分析に優れているが、「どのように how」、「なぜ why」は、当事者
の意図がからむだけでなく複雑な事象の分析が必要となるため、統計的手法よりケース・スタディ型の事例研
究のほうが優れた手法であると考えられている（田村, 2006）。本研究においては、複雑な変数群のそれぞれ
に精度の高いデータを必要とする統計的手法では説明が難しい「要因間の関係」を記述することを意図し、ケ
ース記述による歴史的な考察が事実への接近に有効なアプローチであると考える。
なお、本研究では、企業の主力となるビジネスプロセス・情報システム・資源を研究の対象として、より手
順化された分析手法を用いることで分析者の主観性を極力排除していく。そのために、本研究が提案する具体
的なビジネスプロセスの分析手法を図 2に示す。
情報システムの世代別に記述
ビジネスプロセス
インプット
ビジネスプロセス
アウトプット（目的）
資源２
（情報システム
以外）
資源１
（情報システム）
データ作成
（成果となる業務指標）
業務機能１
（情報システム利用）
業務機能３
（情報システム利用）
業務機能２
利用
データ利用
ビジネスプロセス
情報ｼｽﾃﾑ
以外
情報ｼｽﾃﾑが
関連
資源の利用
業務機能の連結
資源
業務機能
凡例
図 2 ビジネスプロセスの分析手法
出所：筆者作成
ビジネスプロセスは、インプットと成果となるアウトプット、インプットとアウトプットをつなぐ業務機能
（自社以外が行う活動も含む）からなる。業務機能にはその遂行に必要な資源が関係づけられ、逆にデータの
ような後々の資源につながるものが活動を通じて蓄積される場合もある。そして、業務機能のいくつかは情報
システムを活用することで業務そのものや業務間の連結を効率化している。このような、企業が競争上注力す
るビジネスプロセスについては、一般的には成果を測る業務指標が設けられており、企業はビジネスプロセス
全体、その要素としての業務機能、資源の有効性をコントロールしていくことになる。
ビジネスプロセスの目的はビジネスプロセスの成果となる業務指標（競争力を構成する指標）であり、それ
に貢献する要因はビジネスプロセスを構成する業務機能（自社以外が行う活動も含む）、各業務機能で利用さ
れる資源（量・質、利用タイミング等）、また情報システムの役割（利用箇所）となる。なお、情報システム
は、業務機能で利用されるだけでなく、情報システムに蓄積されたデータ、及び IT インフラは、業務機能か
ら利用されることで資源にもなる。
また、情報システムは業務機能で必要とする情報や情報の流れを定型化する役割を持つため(手島, 2010)、情
報システムに依存度の高い企業においては、ビジネスプロセスが情報システムの世代別に決定されることとな
る。ビジネスプロセスを情報システムの世代別に記述することで、歴史的な推移の中でどのようにビジネスプ
ロセス、資源、および成果となる業務指標（競争力）が変化してきたかを示すことが可能となる。
第4章では、事例企業の選定と調査方法を示す。
分析対象となる企業は、本研究の「情報システムへの依存度の高い業界」の定義である「製品やサービスの
改善・革新のために、リーダー、及びそれに準じる企業が大規模に情報システム投資を行っている業界」から
リーダー企業を選定する。
具体的には、事業を進めるために、事業開始当初から大規模な IT 投資が行われている業態から、経営環境
の変化を通じて、競争力を維持し長期リーダーである企業を選定する。特に、情報システムへの依存度が高い
企業における大きな経営環境の変化として、1990年代のオープン化の流れ、2000年代のインターネットの普
及等、ITによる大きな環境変化が挙げられる。これら環境変化を通じてリーダーの地位にある企業を選定する。
本研究では、分析対象企業としてセブン-イレブンのコンビニエンスストア事業（以下 CVS）とヤマト運輸
の宅配事業を取り上げる。理由として、情報システムへの依存度と大規模な IT 投資、強力なライバル企業の
存在、ITの進化に伴う大きな環境変化を経験しているが常にリーダーの地位にある企業であることが挙げられ
る。調査方法として、両社とも 2000年前後に情報システム部門の責任者の方へインタビューを行い、内部の
資料だけでなく公開された資料で当時の状況を補うことで事例の記述を進めていく。
第5章では、セブン-イレブンの詳細な事例分析を行う。具体的には、図２の手法を用いて、競争力とビジネ
スプロセス、情報システムの関係について記述を行う。
セブン-イレブンは、1973年米国サウスランド社（現7-Eleven, Inc）から日本国内におけるライセンス契約
を受け事業を開始した。2016年7月末時点で、沖縄を除く全都道府県に出店し、店舗数は18,860、2016年2
月期のチェーン売上 42,916億円となる。店舗は、平均約 100平方メートルと小さなもので、そこに約 3,000
点の商品が陳列されている。商品の販売だけでなく、電気代などの料金収納代行、宅配便の受付、ATM の設
置等、時代が必要とする様々なサービスが追加されてきた。それに伴い、創業時の「近くて便利」から「暮ら
しを支える生活インフラ」へと店舗自体の位置づけコンセプトも変化している。セブン‐イレブンは、5 年～
10年の期間を置いて情報システムの刷新を行ってきた。特に1985年以降と2000年以降に大きく取り組み内
容や情報システム利用に変化が見られる。
創業以来、競合となる CVS チェーンに、ローソン、ファミリーマートがあり、常に激しい競争を行ってき
たが、セブン-イレブンは店舗数、チェーン売上とも、創業時より常にリーダーの地位にある。ただし、2000
年以降はATM設置やポイントカード等で他のCVSチェーンに遅れをとっているケースがある。それでも、
店舗の平均日販（店舗当たりの一日の売り上げ平均）が、この10年間、セブン-イレブンが60万円～68万円
の高水準を維持しているのに対し、ローソン、ファミリーマートは50万円弱となり、その差は20%近くある。
本研究では、この平均日販を競争力指標として設定し、店舗の発注～販売ビジネスプロセスを分析対象とし、
初期の「CVSシステムの確立期」、商品だけではない「サービス多様化と利便性の追求期」、また近年の「IT
情報システムへの依存度の高い業界における競争力の持続メカニズム
─ 199 ─
たリサーチ手法であると言われている（田村, 2006; Yin, 1984）。また、事例研究は、リサーチ問題のタイプ、
「誰が who」、「何が what」、「どこで where」、「どのように how」、「なぜ why」のうち、「どの
ようにhow」、「なぜwhy」に適した手法であると考えられている（Yin, 1984）。統計的手法は、「誰が who」、
「何が what」、「どこで where」の分析に優れているが、「どのように how」、「なぜ why」は、当事者
の意図がからむだけでなく複雑な事象の分析が必要となるため、統計的手法よりケース・スタディ型の事例研
究のほうが優れた手法であると考えられている（田村, 2006）。本研究においては、複雑な変数群のそれぞれ
に精度の高いデータを必要とする統計的手法では説明が難しい「要因間の関係」を記述することを意図し、ケ
ース記述による歴史的な考察が事実への接近に有効なアプローチであると考える。
なお、本研究では、企業の主力となるビジネスプロセス・情報システム・資源を研究の対象として、より手
順化された分析手法を用いることで分析者の主観性を極力排除していく。そのために、本研究が提案する具体
的なビジネスプロセスの分析手法を図 2に示す。
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面での他 CVS チェーンとの競争期」に時代を区分し、日販に影響する発注精度、利便性の高いサービスの提
供追加について分析を進める。
分析を通じ、セブン-イレブンの情報システムは、セブン-イレブン内部だけでなく関係する取引先企業のビ
ジネスプロセスの結合に重要な役割を果たすことを確認する。また、近年実施された施策において、以前に構
築された ITインフラ、DWH、各種取引先との強い協力関係が、日販を向上させるための資源セットとしてう
まくビジネスプロセスに組み合わされて機能する仕組が構築されていることを確認する。最後に、近年実現し
た仕組の実現には必ず、変化の速い IT を用いた情報システムが関係しており、多少の施策の開始時期が遅れ
ることがあるが、セブン-イレブンでは既存の複数資源セットとの組み合わせが進み、現時点では発注～販売ビ
ジネスプロセス上で複雑な関係を持つ業務機能の結合の範囲が広がり、資源間の相互補完関係を強め高い競争
力を実現していることを確認する。
第6章ではヤマト運輸の事例について、ビジネスプロセス、情報システムの役割について詳細な考察を行う。
ヤマト運輸は 1976年に宅配サービス「宅急便」を開始する。認知度向上、取扱店の開拓、全国の自社路線
便の免許獲得だけでなく、スキー宅急便やクール宅急便等の魅力ある新規サービスを開発することで、サービ
ス開始以来常に宅配業界のトップの地位にある。2014 年末時点の同社の取り扱い個数は、近年のインターネ
ット通販の市場拡大により年間 16 億個規模まで成長している。同社は、セブン‐イレブンと同じく、5 年前
後の期間を置いて情報システムの刷新を行ってきた。2000 年以降には、取り組み内容や情報システム整備方
針の大きな変化が見られる。
ヤマト運輸は、1990年代後半にはシェア 40%以上に達し、他社を圧倒するリーダー企業であった。ところ
が、インターネット通販の市場拡大もあり、1998 年に企業向け小口配送を得意とする佐川急便が宅配事業に
参入し、2000年にはシェアが10ポイント近く落ち込むこととなる。ヤマト運輸の強力なライバルとして佐川
急便が出現し、2000年以降もヤマト運輸の宅急便のシェアは停滞することになる。しかし、その後、ITを利
用した施策やサービスを次々と実現することで、2005 年前後から徐々にシェアを回復していく。本事例の分
析ではシェアを競争力指標として設定し、2000 年前後の変革期を中心に集荷～配達ビジネスプロセスとシェ
アを構成する配達能力・不在対応能力の強化について分析を行う。
分析を通じ、集荷から配達までのプロセスが伝票番号で管理されており、特に近年において各業務機能は実
際の荷物と情報システム上のデータがよりリアルタイムに同期をとるようになっている。そのことで 2000年
以前からの業務の効率面だけでなく、2005 年以降のサービスの拡充で情報システムが重要な役割を持ってい
ることを確認する。また、佐川急便に代替された「配送網」資源セットに「配送情報」をビジネスプロセス上
で組み合わせることにより、届け時間指定面のサービス品質、不在対応力という多面的な価値による差別化が
行われていることを確認する。最後に、ITの有効性が企業内で認知され、次々と繰り返される取り組みにより、
複数資源セット間の相互補完性が段階的かつ経路依存的に強くなっていることを確認する。
第7章では、これまでの分析から議論を一歩進め、「情報システムに依存度の高い業界において競争力を維
持している企業の性質」を明らかにしていく。具体的には、本研究が提案する構成概念である「高密度化」の
概念をキーにして、3つの論点に対する議論を進めていく。
論点１：ビジネスプロセスの高密度化と競争力の関係
論点１については、「高密度化」の概念を用いることで、両事例企業がどのように競争力を高めてきたか、
そのメカニズムを明らかにする。本論点では、事例企業における高密度化の定義そのものを事例に対応させて
確認する。
両事例企業の競争力に直接関係するビジネスプロセスは、繰り返し大規模な情報システムの整備が行われて
いるだけでなく、情報システムによって業務機能がリアルタイムに結合される範囲を拡大させていることを確
認する。あわせて、情報システムは、情報面から業務機能間の整合性を高める役割を持ち、また業務指標への
貢献度を高め、複雑化するビジネスプロセスの内的整合性および戦略的整合性を高めていることを確認する。
このようなビジネスプロセスの高密度化により、業務指標のレベルを高める複数の仕組がリアルタイムに結合
していくことで、両社では競争力が高められてきた。
以上の分析をもとに、以下の命題を主張する。
命題１：「情報システムへの依存度の高い業界で高い競争力を持つ企業では、競争力を高めるために、情報
システムによって複雑化するビジネスプロセスのリアルタイムに結合する業務機能の範囲を広げ、競争力を構
成するある業務指標に対しビジネスプロセスの高密度化を図っている。」
論点２：変化の速い ITに対する競争力を維持するビジネスプロセスの変化
論点２については、両社の高密度化の過程における、「データ入力側面」と「データ利用側面」の2つの側
面から情報システムの整備内容の確認から始める。そのうえで、高密度化されたビジネスプロセスにおける情
報システム整備の特徴とそれに伴うビジネスプロセスの変化の過程について論じる。
両事例企業は、初期は先進的な ITの導入に先行していたが、2000年以降は競合企業と ITの導入でテーマ
によっては前後するケースが見られるようになってくる。ただし、このような先進的 IT の導入は、両企業と
も主にデータの入力側面においてであったことを確認する。つまり、両社は、入力業務の効率性を向上させる
先進的な IT を用いて、繰り返し情報システムを整備することで、広く精度の高いデータを蓄積してきた。一
方、データ利用側面では、得られたデータを後続業務機能で利用することで後続業務機能の精度を向上してい
る。このようなデータ利用側面では必ず先進的な IT が導入されているわけではないが、データが蓄積されて
いることが前提となるためデータの利用は経路的な発展過程を持っている。ここで、高密度化されていく過程
では、データの入力側面、データの利用側面が補完的な形で情報システムが整備されていく。両事例企業にお
いて、変化の速い IT と経路的に蓄積されたデータ利用との両側面から情報システムを整備し、データ入力・
利用の仕組みが複線化していくことで競争力を維持していることを確認した。
以上の分析をもとに、以下の命題を主張する。
命題２：「情報システムへの依存度が高い企業では、積極的な先進的 IT 採用の取り組みがなされている。
本研究が対象とするデータについては、入力側面においては、より広く、より効率的に、より精度の高いデー
タを得ることが追求されると同時に、蓄積されたデータを使って、業務指標を向上させる新たなデータ利用方
法を付け加える取り組みもなされている。先進的 IT の継続的採用において、データに関して、入力と利用の
両側面から補完的な取り組みが行われているのである。」
論点３：リーダー企業における高密度化の過程と競争優位の関係
論点３については、両事例企業の高密度化の過程を論じるために、情報システムの整備がどのような課題か
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面での他 CVS チェーンとの競争期」に時代を区分し、日販に影響する発注精度、利便性の高いサービスの提
供追加について分析を進める。
分析を通じ、セブン-イレブンの情報システムは、セブン-イレブン内部だけでなく関係する取引先企業のビ
ジネスプロセスの結合に重要な役割を果たすことを確認する。また、近年実施された施策において、以前に構
築された ITインフラ、DWH、各種取引先との強い協力関係が、日販を向上させるための資源セットとしてう
まくビジネスプロセスに組み合わされて機能する仕組が構築されていることを確認する。最後に、近年実現し
た仕組の実現には必ず、変化の速い IT を用いた情報システムが関係しており、多少の施策の開始時期が遅れ
ることがあるが、セブン-イレブンでは既存の複数資源セットとの組み合わせが進み、現時点では発注～販売ビ
ジネスプロセス上で複雑な関係を持つ業務機能の結合の範囲が広がり、資源間の相互補完関係を強め高い競争
力を実現していることを確認する。
第6章ではヤマト運輸の事例について、ビジネスプロセス、情報システムの役割について詳細な考察を行う。
ヤマト運輸は 1976年に宅配サービス「宅急便」を開始する。認知度向上、取扱店の開拓、全国の自社路線
便の免許獲得だけでなく、スキー宅急便やクール宅急便等の魅力ある新規サービスを開発することで、サービ
ス開始以来常に宅配業界のトップの地位にある。2014 年末時点の同社の取り扱い個数は、近年のインターネ
ット通販の市場拡大により年間 16 億個規模まで成長している。同社は、セブン‐イレブンと同じく、5 年前
後の期間を置いて情報システムの刷新を行ってきた。2000 年以降には、取り組み内容や情報システム整備方
針の大きな変化が見られる。
ヤマト運輸は、1990年代後半にはシェア 40%以上に達し、他社を圧倒するリーダー企業であった。ところ
が、インターネット通販の市場拡大もあり、1998 年に企業向け小口配送を得意とする佐川急便が宅配事業に
参入し、2000年にはシェアが10ポイント近く落ち込むこととなる。ヤマト運輸の強力なライバルとして佐川
急便が出現し、2000年以降もヤマト運輸の宅急便のシェアは停滞することになる。しかし、その後、ITを利
用した施策やサービスを次々と実現することで、2005 年前後から徐々にシェアを回復していく。本事例の分
析ではシェアを競争力指標として設定し、2000 年前後の変革期を中心に集荷～配達ビジネスプロセスとシェ
アを構成する配達能力・不在対応能力の強化について分析を行う。
分析を通じ、集荷から配達までのプロセスが伝票番号で管理されており、特に近年において各業務機能は実
際の荷物と情報システム上のデータがよりリアルタイムに同期をとるようになっている。そのことで 2000年
以前からの業務の効率面だけでなく、2005 年以降のサービスの拡充で情報システムが重要な役割を持ってい
ることを確認する。また、佐川急便に代替された「配送網」資源セットに「配送情報」をビジネスプロセス上
で組み合わせることにより、届け時間指定面のサービス品質、不在対応力という多面的な価値による差別化が
行われていることを確認する。最後に、ITの有効性が企業内で認知され、次々と繰り返される取り組みにより、
複数資源セット間の相互補完性が段階的かつ経路依存的に強くなっていることを確認する。
第7章では、これまでの分析から議論を一歩進め、「情報システムに依存度の高い業界において競争力を維
持している企業の性質」を明らかにしていく。具体的には、本研究が提案する構成概念である「高密度化」の
概念をキーにして、3つの論点に対する議論を進めていく。
論点１：ビジネスプロセスの高密度化と競争力の関係
論点１については、「高密度化」の概念を用いることで、両事例企業がどのように競争力を高めてきたか、
そのメカニズムを明らかにする。本論点では、事例企業における高密度化の定義そのものを事例に対応させて
確認する。
両事例企業の競争力に直接関係するビジネスプロセスは、繰り返し大規模な情報システムの整備が行われて
いるだけでなく、情報システムによって業務機能がリアルタイムに結合される範囲を拡大させていることを確
認する。あわせて、情報システムは、情報面から業務機能間の整合性を高める役割を持ち、また業務指標への
貢献度を高め、複雑化するビジネスプロセスの内的整合性および戦略的整合性を高めていることを確認する。
このようなビジネスプロセスの高密度化により、業務指標のレベルを高める複数の仕組がリアルタイムに結合
していくことで、両社では競争力が高められてきた。
以上の分析をもとに、以下の命題を主張する。
命題１：「情報システムへの依存度の高い業界で高い競争力を持つ企業では、競争力を高めるために、情報
システムによって複雑化するビジネスプロセスのリアルタイムに結合する業務機能の範囲を広げ、競争力を構
成するある業務指標に対しビジネスプロセスの高密度化を図っている。」
論点２：変化の速い ITに対する競争力を維持するビジネスプロセスの変化
論点２については、両社の高密度化の過程における、「データ入力側面」と「データ利用側面」の2つの側
面から情報システムの整備内容の確認から始める。そのうえで、高密度化されたビジネスプロセスにおける情
報システム整備の特徴とそれに伴うビジネスプロセスの変化の過程について論じる。
両事例企業は、初期は先進的な ITの導入に先行していたが、2000年以降は競合企業と ITの導入でテーマ
によっては前後するケースが見られるようになってくる。ただし、このような先進的 IT の導入は、両企業と
も主にデータの入力側面においてであったことを確認する。つまり、両社は、入力業務の効率性を向上させる
先進的な IT を用いて、繰り返し情報システムを整備することで、広く精度の高いデータを蓄積してきた。一
方、データ利用側面では、得られたデータを後続業務機能で利用することで後続業務機能の精度を向上してい
る。このようなデータ利用側面では必ず先進的な IT が導入されているわけではないが、データが蓄積されて
いることが前提となるためデータの利用は経路的な発展過程を持っている。ここで、高密度化されていく過程
では、データの入力側面、データの利用側面が補完的な形で情報システムが整備されていく。両事例企業にお
いて、変化の速い IT と経路的に蓄積されたデータ利用との両側面から情報システムを整備し、データ入力・
利用の仕組みが複線化していくことで競争力を維持していることを確認した。
以上の分析をもとに、以下の命題を主張する。
命題２：「情報システムへの依存度が高い企業では、積極的な先進的 IT 採用の取り組みがなされている。
本研究が対象とするデータについては、入力側面においては、より広く、より効率的に、より精度の高いデー
タを得ることが追求されると同時に、蓄積されたデータを使って、業務指標を向上させる新たなデータ利用方
法を付け加える取り組みもなされている。先進的 IT の継続的採用において、データに関して、入力と利用の
両側面から補完的な取り組みが行われているのである。」
論点３：リーダー企業における高密度化の過程と競争優位の関係
論点３については、両事例企業の高密度化の過程を論じるために、情報システムの整備がどのような課題か
情報システムへの依存度の高い業界における競争力の持続メカニズム
─ 202 ─
ら行われたのかを確認する。さらに、課題に対応する情報システム整備時期を業界他社と比較することで、高
密度化の文脈から、リーダー企業が競争優位を持続する要因について論じる。
両事例企業では、競争力を構成する業務指標を高めるために、連鎖的に発生する課題に対し、情報システム
を繰り返し整備していることが確認された。連鎖的とは、ある課題に対応するために情報システムを整備する
と、関連する新たな課題への対応が求められ、業務指標を高めるためには、これら関連して発生する課題に繰
り返し情報システムの整備が必要となることを述べている。リーダー企業は、業務指標を高めるために、他社
より早く、繰り返し連鎖的に発生する課題に対応している。このように、情報システムへの依存度の高い業界
では、リーダー企業が他社よりも早く課題に対応できていることが、競争優位の持続を説明する要因となるこ
とが確認された。
以上の分析をもとに、以下の命題を主張する。
命題３：「情報システムへの依存度の高い業界では、先進的な IT の導入を通じて新たなデータ入力や新た
なデータ利用が継続的に行われる（論点２）。それを前提として連鎖的に新たな課題への取り組みが行われて
いる。業界のリーダー企業は、このような課題の連鎖に対して、情報システムの整備を経路依存的に繰り返し
進めることでビジネスプロセスを改善し、重要な業務指標に対して他社よりも早く高密度化を進めることで競
争優位を実現している。」
第8章では、研究内容をまとめ、学術的・実務的貢献、及び本研究の限界を述べる。
本研究の目的は、「情報システムへの依存度の高い業界で競争力を維持している企業の性質を明らかにする
こと」である。そのために、情報システムによる「高密度化」を構成概念として、ビジネスプロセスの変化と
業務指標への貢献メカニズムについて、事例企業の歴史的分析を行った。
高密度化を通じた議論の内容は、以下のようにまとめられる。「競争力を維持するために競争力を構成する
業務指標に対し、ビジネスシステム上の業務機能が情報システムによりリアルタイム結合されるだけでなく、
業務機能間の整合性が確保される。また変化の早い IT をデータ入力側面で利用することでデータ入力の精度
と効率性を向上させ、かつ、蓄積データの新たな利用方法を追加していき、これら入力・利用側面の仕組みが
複線化していくことで業務指標の向上が行われている。このような、繰り返される IT の導入や情報システム
の整備は、業務指標を高めるために連鎖的に発生する課題への対応を通じて行われている。情報システムへの
依存度の高い業界をリードする企業は、競争力につながる業務指標の改善に関連する課題の連鎖に対して先行
して対応していくことで競争優位を維持している」という性質を持つことが確認された。
本研究の学術的貢献の一つとして、情報システムの設計方法論と IT と競争優位の関係に関する研究の領域
間にある溝を「ビジネスプロセスの高密度化」という構成概念により学際的に埋めるという提案がある。「情
報システムによる業務機能のリアルタイム連結」、「競争力に対する資源・活動の整合性（戦略および内部）」
という両研究領域の重要な視点を取り上げ、ビジネスプロセスを両領域の接合点となる分析するための対象と
することで、上記の両研究領域をまたがる研究課題に対する命題を提示した。もう一つの貢献として、ビジネ
スプロセス概念を用いた分析手法により、観察者によらず、資源と活動の関係について、より再現性をもって
事実に接近することが可能となったことである。また、両事例企業における、詳細な情報システム投資の歴史
的記述をもとに、各企業の競争力との関係を示した「資料」としての貢献についても付け加えておく。
実務的貢献としては、情報システムの企画者を対象として、ITと競争優位の関係を分析する新たなフレーム
ワークを示すことで、情報システムが経営にいかに貢献するかの説明力を増した点が挙げられる。また、情報
システム部門以外の者にとって、情報システム設計方法論をもとに情報システムの役割を理解するための事例
研究を提供できた点がある。
ただし、本研究にはいくつかの限界点を含んでいる。
一つ目の限界として、定量化の問題、および企業間の比較に関する問題を内包している。定量化については、
競争力、また競争力を構成する業務指標に対するデータ入手可能性の問題がある。本来であれば、本研究が業
指標として設定する日販あるいはシェアを、それを構成する業務指標にさらに分解し、それぞれの業務指標を
定量化していくべきであるが、両事例企業においても正確なデータが存在しないあるいは入手できないものが
多い。そのため、本研究では因果関係の分析において定性的な側面が残っている。合わせて、競争力や高密度
化の程度に対して定性的側面を含んでいる。例えば、高密度化を構成する「情報システムによるリアルタイム
結合」については、ビジネスプロセスと情報システムの関係を特定することで記述できるが、「競争力に対す
る整合性」については、厳密な定量化が難しく整合性を程度問題として扱っている。本研究では事実の記述を
もとに説明力を積み上げようとしているが、このような定量化に関する問題が十分に解決できているとは言い
切れない。
二つ目の限界として、競争力を構成する業務指標が大きく変化する場合については、高密度化概念は説明力
を持たない点である。高密度化は、同じ業務指標に対し繰り返し情報システムの整備を進めていくことにつな
がる。そのため、競争優位の追求も蓄積データや課題の連鎖等、経路依存性を前提としたものになると考えら
れる。ある事業が断続的な変化を必要とする場合、この経路的に構築された資源や仕組を大きく見直さなくて
はならない場合がありえる。ただし、大規模な情報システムを前提にしたビジネスが、このような断絶を経て
競争力を維持した事例を筆者は現実には知らない。
三つ目の限界として、ビジネスプロセス、資源、情報システムの分析を通じて、競争力に対する情報システ
ムの重要性を確認してきたが、競争力はそれだけで全てを説明できるものではなく、別の要因も貢献している
ことを付け加えておきたい。本事例でも商品開発力や配送品質についても言及したが、情報システム以外の競
争力に関係するだろう変数については、同じレベルで詳細な分析を進めたわけではない。一方で、研究対象と
なる業態における事業の情報システムへの依存度や刷新の頻度を考慮すると、本研究におけるビジネスプロセ
スの高密度化の過程は競争力の維持に対して注目すべき視点を提供できたと考える。
今後、得られた命題に対する一般化の可能性を評価、さらに他事例に対する「外的妥当性」を向上させるた
めには、対象を広げてさらなる経験的知見を積み上げ、本研究の命題の検証を進めていく必要がある。
III 審査要旨
本論文の審査結果は、大要以下のとおりである。
１．本論文の長所
（１）本論文は、詳細な事例研究に基づき、「ITと競争力・競争優位の関係」に関する学術的知見の前進を図
ろうとするものである。その長所は以下の諸点にある。
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ら行われたのかを確認する。さらに、課題に対応する情報システム整備時期を業界他社と比較することで、高
密度化の文脈から、リーダー企業が競争優位を持続する要因について論じる。
両事例企業では、競争力を構成する業務指標を高めるために、連鎖的に発生する課題に対し、情報システム
を繰り返し整備していることが確認された。連鎖的とは、ある課題に対応するために情報システムを整備する
と、関連する新たな課題への対応が求められ、業務指標を高めるためには、これら関連して発生する課題に繰
り返し情報システムの整備が必要となることを述べている。リーダー企業は、業務指標を高めるために、他社
より早く、繰り返し連鎖的に発生する課題に対応している。このように、情報システムへの依存度の高い業界
では、リーダー企業が他社よりも早く課題に対応できていることが、競争優位の持続を説明する要因となるこ
とが確認された。
以上の分析をもとに、以下の命題を主張する。
命題３：「情報システムへの依存度の高い業界では、先進的な IT の導入を通じて新たなデータ入力や新た
なデータ利用が継続的に行われる（論点２）。それを前提として連鎖的に新たな課題への取り組みが行われて
いる。業界のリーダー企業は、このような課題の連鎖に対して、情報システムの整備を経路依存的に繰り返し
進めることでビジネスプロセスを改善し、重要な業務指標に対して他社よりも早く高密度化を進めることで競
争優位を実現している。」
第8章では、研究内容をまとめ、学術的・実務的貢献、及び本研究の限界を述べる。
本研究の目的は、「情報システムへの依存度の高い業界で競争力を維持している企業の性質を明らかにする
こと」である。そのために、情報システムによる「高密度化」を構成概念として、ビジネスプロセスの変化と
業務指標への貢献メカニズムについて、事例企業の歴史的分析を行った。
高密度化を通じた議論の内容は、以下のようにまとめられる。「競争力を維持するために競争力を構成する
業務指標に対し、ビジネスシステム上の業務機能が情報システムによりリアルタイム結合されるだけでなく、
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III 審査要旨
本論文の審査結果は、大要以下のとおりである。
１．本論文の長所
（１）本論文は、詳細な事例研究に基づき、「ITと競争力・競争優位の関係」に関する学術的知見の前進を図
ろうとするものである。その長所は以下の諸点にある。
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①「ビジネスプロセスの高密度化」という新しい構成概念を提案することで、IT投資と競争力・競争優位に関
する新しい命題を３つに分けて提起している。これらの命題は事例研究という性質上、仮説的命題にとど
まるが、今後より広い実証研究の土台のひとつになりうるものとなっている。
②上記によって、「あるべき情報システム」のデザインを目的とする「情報システムの設計方法論」と、主に
資源ベース戦略論・ビジネスシステム論の観点から行われてきた「ITと競争優位の関係に関する研究」の
接合を図っている。この二つの研究領域が性質上同じ研究者によって行われることが少ない現実を考える
と、提出者の実務的バックボーンが活かされた独自な研究になっている。
③本論文は、大規模な IT投資が行われている業界における「IT投資と競争力の関係」に関する詳細な事例研
究となっており、経営史的意義が間接的に存在する。
④本論文自体は、学術的研究成果を目的とするものであるが、一方で本研究は、実務家に対しても、「IT投資
と競争力の関係」の具体的メカニズムに関する新しい分析フレームワークの例を示すものになりえている。
２．本論文の短所
（１）本論文の短所として、主に以下があげられる。
①「ビジネスプロセスの高密度化」という構成概念と、従来の概念、例えば「ビジネスプロセスの自動化」「デ
ータ入力・出力のリアルタイム化」との違いについて、さらに厳密な比較が必要である。本研究における
「ビジネスプロセスの高密度化」は、「リアルタイム化」と「ビジネスプロセスの整合性」を前提に「業
務機能の連結と連結範囲の拡大を図る」ことを意味しており、その構成概念としての新しさは認められる
が、一方でその学術的新しさが十分に議論されているとは言いがたい。
②本論文は、分析対象企業が業界他社に対して競争優位を持続させえている理由を「情報システムの整備を経
路依存的に繰り返し進めている」こととしているが、ここでの経路依存性がなぜ生まれるのか、またここ
での経路依存性の制約（限界）についての深堀は行われていない。
③本論文は、「ITと競争力・競争優位」に関する知見を発展させるために、分析対象を「情報システムへの依
存度の高い業界で競争力を維持している企業」としており、そのフォーカシングは事例研究としては適切
だと考えられるが、一方で得られた知見の適用範囲を狭めている。
3．結論
本論文には上記の短所が見出せるが、ここで指摘した短所は今後の研究課題として取り組むべきものであり、
本論文の価値を損なうものではない。
論文提出者 向正道は、1991年に京都大学工学研究科修士課程を修了した後、長く新日鉄ソリューションズ
株式会社（現：新日鉄住金ソリューションズ株式会社）で情報システムに関するコンサルテーションの実務に
たずさわってきた。そのかたわら、2007年に本大学商学研究科修士課程を修了し、2008年に本学大学院商学
研究科博士後期課程に進学して、提出者は「情報システム設計方法論」と「ITと競争優位に関する戦略論」の
分野の学術的研究に取り組んできた。本論文は、『経営情報学会誌』、『日本情報経営学会誌』に掲載された
2本の査読論文、『日本経営システム学会誌』に掲載された2本の査読研究ノートの研究成果を土台にするも
のである。さらに提出者は、本研究をまとめるプロセスにおいて7本の紀要論文等を発表し、また情報システ
ム設計方法論に関する専門書（単著）を刊行している。提出者は国内学会で10回以上研究成果を発表してい
ると同時に、経営情報学分野の国際学会でも研究成果を発表しており、2009 年に開催されたAsiaPacific
Conference on InformationManagementでBest PapersAwardに選出されるなど、一定の評価を受けてい
る。
以上の審査結果にもとづき、本論文の提出者 向正道には「博士（商学）早稲田大学」の学位を受ける十分
な資格があると認められる。
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